
Fujitsu Group Sustainability Data Book 2019   

4-4-2-1

第 8 期環境行動計画 

ICT サービスによる持続可能な社会への貢献 

富士通グループのアプローチ 

富士通グループは、第 8 期環境行動計画の目標の 1 つに「ICT サービスによる持続可能な社会への貢献」を掲げていま
す。2015 年、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals。以下、SDGs）」が国連で採択され、国際目標と
して明確化されたことを機に、これまで以上にお客様・社会の持続可能性に貢献していくことを目指します。 
持続可能な社会を実現するためには、温室効果ガス（GHG）排出量の削減による地球温暖化対策のみならず、省資源化や
生物多様性の保全、食糧供給の安定化や都市化対策、防災など、様々な社会・環境課題に対処していく必要があります。
幅広い分野において“最適化”“効率化”“自動化”などをもたらす情報通信技術（ICT）は、社会・環境課題の解決に大い
に貢献できる可能性を持っています。富士通グループは、ICT サービスの提供を通じて、お客様とともに、グローバルに
SDGs に貢献することを目指します。 

2018 年度の実績・成果 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度 

 （2018 年度実績） 
ICT サービスの提供により、社会の持続可能な発展に貢
献する。 

外部公開 18 件（持続可能な社会に貢献するソリューシ
ョン事例 25 件） 

ICT サービスの提供により、社会の持続可能な発展に貢献する取り組み事例を公開 

貢献事例として、「監視カメラ映像を AI で自動的に解析、更にスーパーコンピュータによる大容量・高速処理技術を組み
合わせ、都市全体でスマートな見守りを実現するソリューション」や「自動車の衝突試験において多数の試作車を製造す
ることなく、シミュレーション解析して衝突安全性能を評価するソリューション」など、18 件の新たな事例をウェブサ
イトに公開しました。

持続可能な社会に向けた取り組み ICT の提供による GHG 排出量の削減 

ICT の導入は、エネルギーや資源の使用、人や物の移動、オフィススペースなどを削減し、GHG 排出量の削減に繋がりま
す。富士通グループは ICT 導入による GHG 削減効果を定量化し、お客様や社会全体の GHG 排出の削減貢献量を拡大して
いきます。 

 ICT の提供による温室効果ガス（GHG）排出量の削減
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/index.html

 環境貢献ソリューション認定商品
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/list/index.html

SDGs 貢献事例 

富士通グループでは、ICT サービスの提供を通して、SDGs で掲げる持続可能な社会に向けて貢献していきます。 
 SDGs への取り組み

https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/sdgs/

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/index.html
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/list/index.html
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/sdgs/
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第 8 期環境行動計画 

ICT の提供による温室効果ガス（GHG）排出量の削減 
 

2018 年度の主な活動報告 
 
富士通グループは、ICT の提供を通じてエネルギー利用効率の改善や生産活動の効率化、人・物の移動量の削減といった
イノベーションを社会の様々な領域で生み出し、GHG 排出量の削減に貢献することを目指しています。ICT を多くのお客
様に利用いただくことは、社会全体の GHG を削減するとともに、富士通グループの持続的な事業成長にもつながると考
えています。 
富士通グループでは、お客様にお使いいただく ICT がどれだけ GHG 削減に貢献しているかを定量的に「見える化」し、
その貢献量の拡大を図っています。2018 年度は、新たに 22 件の環境貢献ソリューションを認定し、累計で 539 件とな
り、735 万トンの CO2排出量削減に貢献しました。 
 
 環境貢献ソリューション認定商品 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/list/index.html 
 
 

ＧＨＧ削減貢献量の算出方法について 
 
富士通は、富士通研究所が開発した「ICT ソリューションの環境影響評価手法」を用い、ICT 導入による環境負荷低減効
果を CO2排出量で定量的に評価しています（500 件以上の事例評価）。GHG 削減貢献量の算出にあたっては、評価事例の
原単位および、ソリューションのユーザー数、クライアント数、もしくは年間売上高より年間削減量を算出しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ソリューション・サービスの環境影響評価手法 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/certification/index.html 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/list/index.html
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/sustainability/contribution/certification/index.html
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第 8 期環境行動計画 

環境課題の解決に向けた革新的技術の開発 
 

富士通グループのアプローチ 
 
富士通グループの研究開発の中心組織である富士通研究所は、環境貢献を最重要事項の１つとして捉え、持続可能な社会
の実現に貢献する研究開発を進めています。その分野は、先端材料、次世代素子、コンピュータ、ネットワーク、ICT シ
ステムの研究開発から次世代のソリューション・サービス・ビジネスモデルの創出まで、多岐にわたります。  
これらの革新的技術開発を基に、「社会・環境課題の解決に貢献する技術の開発」をスローガンに掲げ、省エネルギーや
作業効率向上による CO2排出削減、省資源化、自然災害対応、生物多様性保全、温暖化対策など、様々な環境活動を推進
しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

環境課題の解決に向けた革新的技術を開発する。 
84 件の重点グリーン技術（注 1）の外部発表（マスコ
ミ発表：25 件、学会発表＋展示会発表：59 件） 

 
注1 重点グリーン技術：電力・エネルギー削減、工数効率化、省資源、社会課題に関する技術 
 

開発技術の外部発信を強化 
 
第 8 期環境行動計画では、開発したグリーン重点技術に関して外部へのさらなる発信力強化を目指しています。2018 年
度は、マスコミ発表・学会発表・展示会発表を通じて ICT の環境価値を社外にアピールしました。  
2018 年度に外部発表した技術は、SDGs の観点で主に「すべての人を健康に（目標 3）」、「強靭なインフラ構築（目標 9）」、
「持続可能なレジリエントでサステナブルな都市実現に貢献（目標 11）」、「気候変動軽減（目標 13）」、「生物多様性の損
失を防止（目標 15）」に貢献しています。 
 

2018 年度の開発実績（マスコミ発表案件） 
 

1. 旭酒造と富士通、予測 AI を活用した日本酒醸造の実証実験を開始 
2. 富士通・SMU・A*STAR、シンガポール海事港湾庁と海上交通マネジメント技術を活用した実証実験を開始 
3. 新薬候補を効果的に創出する分子シミュレーション技術を開発 
4. AI を活用した磁性体形状の設計技術を開発 
5. 高効率ルーター式基板分割機「PBS-SH14A」を販売開始 (新光電気工業株式会社) 
6. 「IoT デバイスへのサイバー攻撃の影響を最小化するネットワーク制御技術を開発」 
7. Interop Tokyo 2018 に出展します 
8. ブロックチェーンを活用し、異業種間共創を促進するデータ流通・利活用サービス「Virtuora DX」を販売開始 
9. 東京大学先端科学技術研究センター、富士通、興和が IT 創薬により、従来のがん治療薬に抵抗性を示すがんにも

効果が期待できる新規低分子化合物の創出に成功 
10. 大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」がスパコンランキング TOP500 で世界 5 位、Green500 で世界 8 位を

獲得 
11. 実証試験用システムによる世界最高効率の水素製造に成功 
12. 従来比 3 倍となる窒化ガリウムトランジスタの高出力化に成功 
13. 中分子創薬へ適用可能な組合せ最適化問題を解く技術を開発 
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14. 富士通研究所と早稲田大学、「デジタルアニーラ」に関する包括的連携活動協定を締結 
15. 業種業界を超えたデータ流通の信頼性を向上する技術を開発 
16. 世界初！既存機器を活用し光伝送を超大容量に拡大する技術を開発 
17. ヒマラヤ様の EC サイトで、AI による心理分析に基づく満足度の高い顧客体験を提供する実証を開始 
18. 九州大学、琉球大学と環境関連技術の知財ライセンス契約を締結 
19. ものづくりデジタルプレイス「COLMINA」の新バージョンを販売 
20. 国際体操連盟、富士通の採点支援システムの採用を決定 
21. 世界初！5G の同時複数通信を 1 枚のアンテナパネルで実現 
22. 無線 LAN アダプター内蔵 AI エアコン「ノクリア®」X シリーズ発売 
23. 「IoT 機器の設計を低コスト化する「アンテナ自動設計ツール」を提供開始 
24. 電力の需要家間取引システムをブロックチェーン上で実現 
25. Fujitsu Detects 13 Types of Potential Risks of Enterprise Blockchain System 

 

2018 年度の主な開発事例 
 

電力の需要家間取引システムをブロックチェーン上で実現 
 
工場や店舗など、電力の需要家間での不足・余剰電力の取引を実現するシステムを開発しました。近年、電力会社と需要
家が協力して電力の使用量を調整するデマンドレスポンス（DR）が注目される一方で、制御が上手くできず成功率が低
いという課題がありました。今回、ブロックチェーン技術を応用することで、需要家間で効率よく融通する仕組みを開発
し、DR 成功率が約 4 割向上することを確認しました。 
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第 8 期環境行動計画 

エネルギー効率トップレベル製品の開発 
 

富士通グループのアプローチ 
 
ICT の普及拡大および、サーバをはじめとする ICT 製品の高性能化・高集積化に伴いエネルギー需要の増加が見込まれる
中、様々な国・地域において、ICT 製品のエネルギー規制の拡大が進むとともに、社会的にもエネルギーラベル適合やグ
リーン調達要件としてエネルギー効率が重要視されるようになっています。  
温室効果ガス排出量低減に向け、富士通グループの製品においても、製品使用時のエネルギー効率向上を図っていく必要
があると考えています。こうした中、省エネ技術を積極的に採用し、さらなるエネルギー効率の向上に継続的に取り組む
ことで、お客様における製品使用時の消費電力の削減に貢献できる製品の開発を推進していきます。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

新製品の 50％以上をエネルギー効率トップレベルにする。 67.9％達成 

 

各部門で省エネ技術を積極的に適用 
 
事業部門ごとに、2016 年度～2018 年度に開発が見込まれる製品シリーズ数に基づき、エネルギー効率トップレベルの
達成度を目標として設定しました。適用した省エネ技術としては、省エネ性能の高い新型マイクロプロセッサや高効率電
源、省電力ディスプレイの採用、省電力制御の最適化、パワーマネジメント機能の強化があります。そのほか LSI の集約
や部品点数の削減、省電力デバイスの採用などを積極的に推進しました。 
 

エネルギー効率トップレベル 67.9％を達成 
 
サーバ、パソコン、ネットワーク機器、イメージ機器などにおいて省エネ技術を横断的に適用・拡大した結果、第 8 期目
標 50％に対して 67.9%を達成することができました。 
 

目標の達成に向けて 
 
行動計画目標の達成に向けて、各部門におけるトップランナー製品をはじめとした、エネルギー効率トップレベル製品の
開発を一層進めていきます。また、エネルギー効率の改善施策として、優れた省エネ技術を横断的に展開し、適用製品を
拡大していきます。  
さらに、将来に向けて、エネルギー効率の革新的向上に貢献する省エネデバイスの先端技術開発を進め、早期の製品適用
を目指します。 
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エネルギー効率トップレベル製品とは 
 
エネルギー効率におけるトップランナー製品（世界初、業界初、世界最高、業界最高など）をはじめとした、外部指標等
で上位に相当するような基準を満たす製品です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギー効率トップレベル製品の目標基準 
 
市場または従来製品との比較において、エネルギー効率がトップレベルと認められる基準を製品分野別に定めています。 
 
主な基準（注 1） 

基準 製品群 

エネルギースタープログラム基準適合 パソコン、ディスプレイ、イメージ機器など 

省エネ法トップランナー基準達成率トップレベル サーバ、ストレージシステムなど 

業界トップレベルのエネルギー効率 LSI、特定分野向け製品など 

業界トップレベルの電池持ち スマートフォン 

従来製品・従来性能と比較し消費電力を削減 ネットワーク機器（注 2）、電子部品など 

 
注1 基準値は、同一製品群の中でも構成により異なる。 
注2 ICT 分野におけるエコロジーガイドラインで評価する製品は、星の数（多段階評価）でトップレベル。 
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2018 年度の主な活動報告 
 

省エネルギーと省資源を両立した新世代 ScanSnap 
 
ScanSnap iX1500 は、紙文書を電子化保存するスキャナーとし
て、誰にとっても「分かり易い」「使いやすい」を追求し、より
便利でスマートな生活を提供します。ScanSnap で紙からデジ
タルデータへと形を変えることで生まれる様々な利点を活用す
ることで、ワークスタイル、ライフスタイルの変革を可能とし、
「働き方改革」の基盤となり、環境負荷低減にも貢献します。  
 同製品は、読み取り制御の見直しと電源効率の改善により、従
来機種に比べ、20%の読み取り速度向上(毎分 30 枚・60 面の
高速スキャン)を実現、Wi-Fi 2.4GHz/5GHz の両周波数帯に対
応しながらも、消費電力を従来比で約 15%削減することに成功
しました。さらに、誰にとっても「分かり易い」「使いやすい」
を追求し、4.3 インチの見やすい大画面タッチパネルの搭載、
学習機能を搭載したソフトウェアの一新により、スキャンから活用までをワンタッチで実現します。  
また、昨今のインターネット環境を鑑み、アプリケーションのインストールメディアを削除し、説明書等を Web からの
導線とすることで同梱添付品を最小限とし、製品部品には回収された PET ボトルを原資とする再生プラスチック材料を
採用するなど、部品面からも環境負荷低減に貢献しています。 
 
 Scan Snap 詳細はこちら  

https://scansnap.fujitsu.com/jp/ 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/energyefficiency/case-studies/index.html 
 

https://scansnap.fujitsu.com/jp/
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/energyefficiency/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

製品の省資源化・資源循環性向上 
 

富士通グループのアプローチ 
 
資源の枯渇や過度な採掘による自然破壊、国際的な資源価格の高騰・下落、レアメタルの供給不安など、社会や企業の持
続可能性を脅かすリスクが高まる中、欧州政府も成長戦略の 1 つに「資源の効率化」を掲げ、「資源効率化イニシアティ
ブ」を設立するなど、世界全体で資源効率化を重視する動きが高まっています。また、富士通グループが提供する ICT 製
品においても、資源を効率良く使用していくことが重要と考えています。その実現に向けて、これまでも 3R（Reduce・
Reuse・Recycle）を意識した「3R 設計」を推進し、省資源化に有効な技術を製品に展開してきました。製品の小型・軽
量化、再生プラスチックの使用、部品点数削減、解体性・リサイクル性の向上などを通じて、資源効率向上による環境負
荷低減を推進することはもとより、小型・軽量・省スペースなど、お客様にもメリットをもたらす優れた製品の提供を目
指しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
製品の省資源化・資源循環性向上を推進し、新製品の資源効
率を 15％以上向上する。（2014 年度比） 

25％向上 

 

新規開発製品の資源効率向上を追求 
 
従来、資源効率の向上を総合的・定量的に評価する仕組みがなく、資源効率に関する公的な指標も存在していなかったこ
とから、2012 年度に富士通グループ独自の「資源効率」を定義しました。  
2018 年度も、自社設計により新規開発する製品（注 1）について、この指標を用いた評価を実施し、製品の部品点数削
減、部品の小型・薄型・軽量化、高密度実装による小型化などの取り組みを推進しました。 
 
注1 資源効率がお客様仕様や規格に依存する製品は除きます。 
 

資源効率向上 25％を達成 
 
主にパソコン、スマートフォン、基幹 IA サーバ、POS テナント端末、携帯電話無線基地局装置などにおいて小型化、軽
量化を推進した結果、第 8 期の資源効率向上目標 15％に対して 25％を達成することができました。 
 

目標の達成に向けて 
 
行動計画目標の達成に向けて、これまでの取り組みを継続していくとともに、軽量高剛性の新規材料開発や再生材の使用
拡大にも取り組んでいきます。また、環境性能を広く訴求することで認知度向上を図り、拡販にもつなげていきます。 
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資源効率の定義と算出式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2018 年度の取り組み事例 
 

小スペース化と省電力を両立した高機能レイヤー2/レイヤー3 スイッチ  
SR-S352TR1,SR-S752TR1 
 
SR-S352TR1、SR-S752TR1 は、10G インタフェースを標準搭載
した 52 ポート（10G×4、1G×44、SFP/SFP+×4）のレイヤー
2、レイヤー3 ネットワークスイッチで、レイヤー2 スイッチは
省エネ法の区分 A に適合しています。  
SR-S352TR1、SR-S752TR1 は、最新の低消費電力、高機能スイ
ッチ ASIC を使うことで、従来は 2 つのスイッチ ASIC が必要だ
った機能を 1 つのスイッチ ASIC で実現し、その他多くの低消費
電力部品を採用することにより、動作時の消費電力を 45％削減
（当社旧製品比）しています。  
また、SFP/SFP+ポートを除く、全てのイーサネットポートにお
いて、データを送受信していないアイドル時間（待機時）に、電力を低減する省電力イーサネット技術（EEE : Energy 
Efficient Ethernet）（注 2）をサポートすることにより、待機時の消費電力を 42％削減（当社旧製品比）しています。そ
の他、省電力化のために周囲の温度状況に合わせて、冷却ファンの回転数を逐次的に制御する技術を装備しています。  
さらに、当社旧製品は冗長電源が外付け構造（本体含め 2U（注 3）占有）となっていましたが、基板や部品構造を見直
すことで高密度実装を実現し、19 インチラックの 1U（注 3）筐体にホットスワップ可能な冗長電源を搭載可能とするこ
とで製品の省スペース化を実現しました。冗長電源を搭載しながらも当社旧製品と比較し 12%の重量増に押さえており
軽量化に貢献、またプリント基板への電子部品の実装においても鉛フリーはんだを使用することで完全鉛フリーを実現
しています。  
さらに筐体内の冷却効率化や前面吸気/背面排気エアフローを採用することで、サーバと同じラック内に搭載した際に効
率的な冷却を可能にすることで、搭載スペースを無駄にせずラック搭載が可能になり、省スペース化に貢献しています。 
注2 IEEE 標準規格である、IEEE802.3az に対応。 
注3 1U ＝ EIA 規格の 1 ユニットサイズ（高さ 44.45mm）。 

 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/energyefficiency/case-studies/index.html 

SR-S752TR1 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/energyefficiency/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

製品の資源再利用 
 

富士通グループのアプローチ 
 
富士通グループのリサイクル活動は、製品の設計・製造段階だけでなく廃棄やリサイクルの段階まで生産者が責任を負う
という「拡大生産者責任（EPR）」の考え方、および自社の製品に対して責任を負う「個別生産者責任（IPR）」の考え方に
基づいています。富士通グループにとって、IPR はビジネスを全世界に拡大するうえでの大きな挑戦ですが、EPR も含め
てこれらへの対応を業界団体や各国政府と連携しながら進めることによって、すべての利害関係者の要件や要請を満た
した資源循環型の社会づくりに貢献できると考えています。  
この認識の下、富士通グループは、各国の廃棄物処理やリサイクルの法規制に添ったリサイクル活動を推進しています。
日本では「資源有効利用促進法」に基づき、産業廃棄物広域認定制度の認定業者である富士通が、国内各地の富士通リサ
イクルセンターで産業廃棄物の適正処理を受託しています。さらに、回収が義務付けられていない国でも IPR の考えに添
って、可能な限りの回収、再利用、リサイクルを進めています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
富士通リサイクルセンターにおける事業系 ICT 製品の資
源再利用率 90％以上を維持する。 

91.7％達成 

 

ICT 製品のリサイクルを推進 
 
富士通グループは日本国内において、全国をカバーするリサイクルシステムを構築。徹底したトレーサビリティとセキュ
リティを確保しながら、高い資源再利用率を達成するなど、安心・安全なサービスの提供を通じて、拡大生産者責任（EPR）
を確実に実践しており、ICT 製品のリサイクルを推進しています。 
 

資源再利用率 90％以上を達成 
 
国内の法人のお客様から回収した ICT 製品（事業系使用済み ICT 製品）の処理量は 3,436 トン、資源再利用率 91.7％で
した。また、個人のお客様の使用済みパソコンの回収台数は 53,481 台でした。 
 
事業系使用済み ICT 製品の資源再利用率の推移（国内） 

 
 
 
 
 
 
 
 

注1 資源再利用率：使用済み製品の処理量に対する再生部品・再生資源の重量比率。 
 
 
 

年度 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

資源再利用率（注 1）（％） 92.0 92.0 91.5 91.7 

処理量（トン） 5,203 4,185 3,844 3,436 
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個人のお客様の使用済み ICT 製品の回収台数の推移（国内） 
 
 
 
 
 
 

 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/recycle/case-studies/index.html 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

使用済みパソコン回収台数
（台） 

69,801 61,435 59,144 53,481 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/society/recycle/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

事業所における温室効果ガス（GHG）排出量の削減・エネル
ギー消費原単位の改善 
 

富士通グループのアプローチ 
 
富士通グループでは、地球温暖化防止を重要課題と捉え、中長期環境ビジョン「FUJITSU Climate and Energy Vision」
を策定し、2050 年までに事業活動に伴う CO2ゼロエミッションを目指しています。 
自らの事業所（工場およびオフィス、データセンター）から排出する主な GHG としては、エネルギー（電力・燃料油・
ガス）の消費に伴う CO2排出、半導体製造プロセスで使用する PFCs、HFCs、SF6、NF3の排出があります。これらについ
て、関連法律を遵守するとともに削減目標を設定し、使用量および排出量の削減・抑制に努めています。 
 

エネルギー消費に伴う CO2排出量の削減 
 
富士通グループにおける温室効果ガス総排出量のうち、エネルギー消費に伴う CO2排出量が約 90％を占めています。 
そこで富士通グループでは、CO2排出量の削減に向けて以下の省エネルギー対策を継続的に推進しています。 
 
 原動施設を中心とした設備の省エネ対策（フリークーリング、インバーター、省エネ型設備の導入、燃料転換な

ど）、設備の適正運転、管理向上 
 製造プロセスの見直しによる効率化（生産革新活動、グリーン生産技術開発） 
 オフィス空調温度の適正化、照明・OA 機器の節電 
 エネルギー消費の計測による「見える化」と、測定データの活用推進 

 

CO2以外の温室効果ガス排出量の削減 
 
CO2 以外の温室効果ガスとして、富士通グループでは主にパーフルオロカーボン類（PFCs）、ハイドロフルオロカーボン
類（HFCs）、六フッ化硫黄（SF6）、三フッ化窒素（NF3）などを、半導体部門において使用しており、地球温暖化係数（GWP）
の低いガスへの切り替えや、新規・既存の製造ラインへの除害装置の設置などを継続的に実施しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

温室効果ガス排出量を 5％以上削減する。（2013 年度比） 30.3％削減 

エネルギー消費原単位を年平均 1％以上改善する。 1.1％改善 

 

エネルギー消費に伴う CO2排出量削減を推進 
 
各事業所における施設の省エネ設備投資（空調設備や照明設備を中心とした BAT（注 1）対象機器の導入更新）や運転適
正化、製造プロセスの効率化、オフィスの空調・照明・OA 機器の節電、エネルギー消費の「見える化」と計測データの
活用などに継続して取り組んでいます。 
例えば館林システムセンターでは空調機の台数制御、運用見直し、装置停止などの施設運用の改善（2,300 トン）、富士
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通インターコネクトテクノロジーズ（株）では生産装置の適正配置への見直し（980 トン）を実施しました。 
こうした取り組みの結果、2018 年度の GHG 総排出量は約 92.3 万トン（売上収益当たりの原単位：21.8 トン/億円）で
あり、2013 年度比では 30.3％削減となりました。一部、事業譲渡などによる減少もありますが、それ以外に約 2.5 万ト
ンの削減施策を実施しました。 
エネルギー消費原単位は、2016 年度から 2018 年度の年平均で 1.1％改善しました。 
 
注1 BAT（Best Available Technologies）： 温室効果ガス削減のための利用可能な最先端技術。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/activities/case-studies/index.html 
 
 
 
 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/activities/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

データセンターの PUE（電力使用効率）改善 
 

富士通グループのアプローチ 
 
データセンターのエネルギー消費量は、クラウドコンピューティングの普及拡大などで増加傾向にあり、データセンター
の環境パフォーマンスに対する社会の関心が高まってきています。 
富士通グループの事業別 CO2排出量（2018 年度）に占めるデータセンターの割合は 25％、国内外の主要 34 データセン
ターの CO2排出量増加率は 2013 年度から 2018 年度の 5 年間で年平均約 2.0％となっています。今後も、クラウドビジ
ネスの伸長に伴い、データセンターの CO2排出量は増加していくことが予想されるため、環境配慮型データセンターの推
進は、富士通グループにとって社会的責任であるとともに、ビジネス基盤の強化の面でも長期視点で取り組むべき重要テ
ーマとなってきています。 
富士通グループでは、全データセンターの約 8 割（サーバ室面積当たり）を活動対象（注 1）と定め、環境パフォーマン
スの向上に取り組んでいます。 
 
注1 活動対象：グローバルで原則 1,000m2以上、または事業部門が申請したデータセンター。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

データセンターの PUE（注 2）を 8％以上改善する。（2013 年度比） PUE 1.59 改善率 6.7％ 

 
注2 PUE（Power Usage Effectiveness）： 

データセンターの電力使用効率を示す指標。データセンター全体の消費電力を、サーバなどの ICT 機器の消費電力で割った数
値。1.0 に近いほど効率的とされる。 

 

目標達成に向けた活動の推進 
 
富士通環境行動計画に基づく活動で、国内外のデータセンターで PUE の改善活動を進めています。2018 年度の夏は世
界的な猛暑の影響もあり、これまでの改善範囲やスピードでは目標の改善率に至りませんでしたが、毎年 1％以上の改善
率は継続しています。主に空調設備の冷却効率改善に取り組み、外気利用時間の拡大やフリークーリングの最大限活用な
どの細かなチューニングの運用改善と AI の革新的な技術の導入によるエネルギー効率化でファシリティならびに ICT の
電力を継続的に削減しています。また「パリ協定（注 3）」の下で目指す“脱炭素社会”に向けて、再生可能エネルギー
の利用拡大にも取り組んでいます。 
 
注3 パリ協定： 

先進国と発展途上国を合わせた 190 カ国以上が参加し、国際協力で温室効果ガス削減を進める地球温暖化対策の新しい枠組み。
2016 年 11 月に発効。 

 
PUE 値と PUE 算出方法 

PUE 値 PUE 算出方法、その他 

レンジ：1.31～3.04  
対象 DC 数：34 

 The Green Grid を適用 

 DCMM を活用した改善活動の実施 
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2018 年度の取り組み事例 
 

海外データセンターとの情報連係強化による改善の促進 
 
データセンターの ICT 機器の冷却エネルギーが効率的に運用・制御されているかを分析する「データセンター評価ツール
（注 4）」を開発しました。 
これまで国内のデータセンターで取り組みを実施していましたが、2018 年度は海外の主要なデータセンターに展開し最
適案の提案を実施しました。さらに海外との改善活動の連携と強化のために、社内のイントラサイトを活用した情報共有
やフェイス to フェイスでの会議も行っています。 
今後もより円滑な改善が図れるよう、評価方法や各拠点で得たノウハウをガイドラインに集約して富士通グループ内に
展開する計画です。 
 
注4 データセンター評価ツール： 

データセンターの構造・設備仕様から熱収支と風量収支に基づいた分析で、エネルギー削減ポテンシャル量と PUE 改善の最適
案とその効果を算出するツール。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

再生可能エネルギーの利用拡大 
 
2017 年 5 月に外部公開した、脱炭素社会の実現に向けた環境ビジョンのもと、データセンターで使用する電力について
も、再生可能エネルギーへの転換を段階的に進めています。特に、グリーン電力の調達が可能な海外を中心に導入が進ん
でおり、主要な国内外データセンター34 拠点の総電力量の 19％が再生可能エネルギーとなっています。 
そのほとんどが海外のデータセンターであり、今後も海外拠点から積極的に利用拡大を図っていく計画です。 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/pue/case-studies/index.html 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/pue/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

再生可能エネルギーの利用拡大 

富士通グループのアプローチ 

社会における再生可能エネルギーの普及拡大は、地球温暖化対策、エネルギー源多様化による安定供給の確保、エネルギ
ーを基軸とした経済成長などの観点から、より一層重要となっています。 
富士通グループでは、脱炭素化社会の実現に向けて環境ビジョンを制定し、省エネの徹底に加え再生可能エネルギーの積
極的な導入を大きな柱としています。これを受けて環境行動計画では新たに定量目標を設定し太陽光発電設備の自社事
業所への導入設置や、特にコストが見合う海外の事業所におけるグリーン電力（100％再生可能エネルギーで発電された
電力）の購入・利用拡大を積極的に推進しています。 

2018 年度の実績・成果 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

再生可能エネルギーの利用割合を 6％以上に拡大する。 8.6% 

「利用割合 8.6%」に拡大 

2018 年度はグリーン電力の購入や太陽光パネルの発電などにより再生可能エネルギーの利用量は約 183GWh で、全体
の電力使用量に占める割合は 8.6％となり、第 8 期環境行動計画の目標を達成しました。  
今後もさらなる購入・利用拡大に向けて、国内外事業所への導入検討を推進していきます。 

Fujitsu Finland Ltd のグリーン電力証書 
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 その他の取り組み（事例）紹介
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/renewable-energy/case-studies/index.html

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/renewable-energy/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

お取引先における CO2排出量削減の取り組み推進 
 

富士通グループのアプローチ 
 
富士通グループでは、地球温暖化抑制のため、自社の排出量削減に加え、グリーン調達活動の 1 つとして、お取引先に
CO2排出量削減活動の実施を継続的にお願いしています。その結果、主要なお取引先すべてにおいて、CO2排出量削減活
動が実施されるようになりました。 
そこで 2016 年度からは、お取引先への取り組み依頼に、自社のお取引先（富士通グループから見た 2 次お取引先）への
働きかけ実施を盛り込み、サプライチェーン上流に活動を展開しています。 
サプライチェーン全体で活動に取り組むことで、より大きな削減効果（シナジー）が得られ、またサプライチェーンを通
じて、国境を越えて、より広範囲に活動の輪が広がることが期待できます。富士通グループはこうした取り組みを通じて、
来るべき脱炭素社会の実現に貢献していきたいと考えています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
サプライチェーンにおける CO2排出量削減の取り組み
を推進する。 

富士通グループの主要お取引先（約 1,500 社）を通じ、
2 次お取引先（46,000 社以上）に削減活動の実施を依頼 

 
 

2 次お取引先への活動展開を要請・支援 
 
調達額の 98％以上を占める主要お取引先すべてに対し、CO2排出量削減活動の実施と自社のお取引先（2 次お取引先）へ
の活動展開を富士通グループの要請としてお伝えしました。また、独自の環境調査票でお取引先の活動状況を確認しまし
た。調査にご協力いただいたお取引先には、今後の活動の参考としていただけるよう、お取引先の回答を分析した活動傾
向をレポートとしてフィードバックし、さらなる活動の推進と、自社お取引先への活動展開を依頼しました。 
2018 年度末の時点で、自社のお取引先に活動を依頼したとご回答いただいたお取引先は 18.9％に過ぎませんが、活動
実施を依頼された 2 次お取引先はのべ 46,000 社以上に上っており、大きな啓発効果が期待できます。 
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「CO2排出量削減活動の手引き」の提供開始 
 
CO2排出量削減活動をサプライチェーン全体に押し広げていくため、富士通グループでは独自の説明資料を作成し、お取
引先への提供を開始しました。サプライチェーンで活動に取り組む重要性をお取引先により一層ご理解いただくととも
に、自社のお取引先への活動依頼・支援にもご活用いただくことを目的にしています。資料を掲載した当社ウェブサイト
には 2017 年 11 月末公開以来、1,200 件を越えるアクセスをいただくなど、大きな反響がありました。今後も富士通グ
ループはグローバル企業としての役割を果たすため、地球温暖化抑制のために何が必要かを常に考え、取り組んでいきま
す。 
 
「CO2排出量削減活動の手引き」は下記 URL からダウンロードできます。 
 国内 

https://www.fujitsu.com/jp/about/procurement/material/green/ 
 グローバル 

https://www.fujitsu.com/global/about/procurement/green/ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/procurement/material/green/
https://www.fujitsu.com/global/about/procurement/green/
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2018 年度の取り組み事例 
 

お取引先と共に CO2削減活動を開始 
 
お客様に「CO2排出量削減活動の手引き」を提供する活動にとどまらず、実際に CO2削減活動の経験を持つ富士通社員が
お取引先の工場に伺い、一緒に課題解決に取り組む活動を開始しました。富士通のノウハウを盛り込んだ「CO2削減ポテ
ンシャル診断（注 1）」を活用し、お取引先での CO2削減活動を推進しています。本取り組みにより、富士通グループに
おける購入部材の CO2削減と共に、サプライチェーン全体での環境負荷低減に貢献します。 
 
お取引先との協働事例 
当社の主要なお取引先の 1 つである株式会社アタゴ製作所様において、製品の製造工程での CO2 削減の取り組みを開始
しました。アタゴ製作所様は群馬県みどり市にある、送風機、熱交換器などを製造している会社です。 
まず、アタゴ製作所様の工場における現状把握のため、アタゴ製作所様のご担当者様と富士通の専門家が CO2削減ポテン
シャル診断を行いました。その結果、生産設備の CO2削減ポテンシャルが高いことが判明しました。現在は、削減に向け
た施策を協議の上で選定し、実現に向けて取り組んでいるところです。 
 
お客様の声（アタゴ製作所  常務取締役 大友昇様） 
「弊社では、環境対策への取り組みは、費用対効果が見えにくいため、社会的に理解はしているものの、腰が重く、なか
なか進みませんでした。富士通様にお話をいただき、ロジカルに、そして効果も数値でしっかり見えそうだということが
わかり、一緒に進めさせていただくことにいたしました。光熱費のかかる電気炉に焦点を当てることで、少しでも製造経
費削減に貢献できれば、一石二鳥です。」 
 
注1 CO2削減ポテンシャル診断 

CO2削減ポテンシャル診断ガイドライン（環境省）をベースに、社内実践ノウハウを反映した「省エネ施策実施状況診断シート」
を用いた診断方法。生産工場で CO2排出量の多い 8 設備（ボイラー、冷凍機、空調機、生産設備、コンプレッサ、電気設備、照
明、給排水）に対し、128 項目の施策実施状況を 4 段階で判断。その結果から削減ポテンシャルを算出すると共に、効果的な
削減施策を導き出します。 
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第 8 期環境行動計画 

輸送における CO2排出量削減 
 

富士通グループのアプローチ 
 
国内外の広範な地域にグループ各社・事業所を有し、かつ数多くのお取引先から部材を調達している富士通グループにと
って、物流・輸送に伴う CO2排出量の削減は、重要なテーマです。 
富士通グループでは、これまで国内輸送に伴う CO2 排出量の削減を目標に取り組みを強化してきました。第 7 期環境行
動計画より、国内輸送のみならず海外域内輸送、国際輸送にも対象を広げ、第 8 期環境行動計画においてもグローバルに
物流の合理化・効率化を進めています。また、サプライチェーン全体での物流に伴う環境負荷低減にも努めており、「富
士通グループグリーン物流調達基準」をお取引先に提示するなど、お取引先とのパートナーシップを強化しながら共に活
動を推進しています。さらに、物流プロセス全体での取り組みとして、製品や部品の包装における 3R（Reduce・Reuse・
Recycle）化にも注力しています。 
 
 富士通グループ グリーン物流調達基準 第 1.0 版 

https://www.fujitsu.com/downloads/JP/archive/imgjp/jeco/products/logistics_guide.pdf 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
輸送における売上高当たりの CO2排出量を年平均 2％以上削減する。
（対前年度比） 

6.2％削減 

 
 

前年度比 6.2％削減し 2018 年度の目標を達成 
 
2018 年度の輸送 CO2排出量は、69 千トンでした。そのうち、国内輸送に伴う CO2排出量は、22 千トン、国際輸送およ
び海外域内輸送で、47 千トンでした。売上高当たりの CO2排出量は 2017 年度比 6.2％削減となり、2018 年度目標を達
成することができました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.fujitsu.com/downloads/JP/archive/imgjp/jeco/products/logistics_guide.pdf
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2018 年度の取り組み事例 
 

モーダルシフト推進 
 
ドイツの Fujitsu Technology Solutions GmBH では、従来より物流効率化活動に取り組んでおり、国際輸送において、
航空輸送から海上輸送へのモーダルシフトを積極的に推進しています。また、国内グループ会社では、工場間の輸送にお
いてトラックから鉄道輸送への切り替えを実施し、輸送 CO2排出量の削減を実現しました。 
 

輸送距離の削減 
 
富士通は、海外グループ会社へのノートパソコン（注 1）の出荷において、輸出空港を成田国際空港から関西国際空港に
変更することで輸送距離を短縮し、輸送 CO2排出量の削減を実現しました。また、大口のお客様への納品には、期間輸送
便から直送便に切り替えを実施し、輸送距離の短縮を実現しました。 
 
注1 島根県（島根富士通）で製造 
 

各種効率化施策による輸送 CO2排出量の削減 
 
国内・海外グループ会社は、2016 年に作成した「富士通グループ輸送 CO2削減事例集」を活用することで、輸送計画の
見直し、積載率増加のための工夫、包装資材の見直しなどを積極的に実施し、輸送 CO2排出量削減を実現しました。 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/logistics/case-studies/index.html 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/logistics/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

水使用量の削減 
 

富士通グループのアプローチ 
 
気候変動や森林破壊、新興国・途上国の人口増加や経済成長などに伴い、世界的な水不足リスクが拡大しています。企業
にとっても、水不足はビジネス継続に影響を及ぼしかねないリスクであり、水の使用量削減や再利用が重要な課題となっ
ています。  
富士通グループでは、とりわけ半導体やプリント基板の製造において水を大量に使用することから、特にそれらの水使用
量の削減が必要と考えています。これまでにも各工場において、節水はもとより純水リサイクルや雨水利用をはじめとす
る水の循環利用・再利用に継続的に取り組んできました。第 8 期環境行動計画では、水資源の有効利用に関する取り組み
をこれまで以上に強化しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 

水使用量を累計で 1％削減する。（2013 年度比 12.8 万 m3） 
水使用量累計 2.6%削減（2013 年度比
32.68 万 m3削減 ） 

 

水使用量は 2013 年度比累計 32.68 万 m3削減 
 
2018 年度の水使用量の削減施策として、めっき・洗浄工程での水使用量の削減、スクラバー補給水の適正化など、各事
業所や工場で様々な水資源の有効利用の取り組みを行いました。その結果、第 8 期環境行動計画の目標である水使用量
の削減は、累計 32.68 万 m3（2016 年度：13.93 万 m3、2017 年度：10.82 万 m3、2018 年度：7.93 万 m3）となり、
目標の 12.8 万 m3削減を大幅に上回りました。 2018 年度の水使用量は 1,383 万 m3（売上高当たりの原単位：349.9m3

／億円）であり、2017 年度に比べて 11.0％減となりました。 また、水使用量に対する循環水量の割合は 49.8％と、
2017 年度と比べて 0.2％増になりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/water/case-studies/index.html 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/water/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

化学物質排出量の抑制 
 

富士通グループのアプローチ 
 
有害な化学物質の使用による自然環境の汚染と健康被害につながるリスクを予防するため、富士通グループでは約 1,300
種の化学物質を管理しています。  
化学物質管理システム「FACE」を活用することで、各事業所での化学物質の登録・管理、化学物質等安全データシート
（SDS）の管理、購買データや在庫管理と連携した収支管理を行い、化学物質管理の強化と効率化を実現しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
化学物質（PRTR）の排出量を 2012～2014 年度の平均以下に
抑制する。（20.7 トン） 

PRTR 9.3 トン 

 
 

PRTR 排出量の継続目標を達成 
 
2018 年度におけるグループ全体での化学物質排出量は PRTR が 9.3 トンとなり、第 8 期環境計画の目標値以下に抑制す
ることができました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/chemical/case-studies/index.html 
 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/chemical/case-studies/index.html
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第 8 期環境行動計画 

廃棄物発生量の抑制 
 

富士通グループのアプローチ 
 
富士通グループでは、廃棄物を貴重な資源として捉え、そこから資源を回収またはエネルギー源として利用する取り組み
を継続しています。国内では、年々廃棄物の最終処分量は減少傾向にあるものの、新たな処分場の建設が困難であるため、
残余年数に限界があるなど、廃棄物の処理を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。  
循環型社会形成推進基本法で定められている①発生抑制、②再使用、③再生利用、④熱回収に従って、半導体やプリント
基板の製造で発生する廃酸、廃アルカリ、汚泥の発生量を削減するため、設備導入や再利用などを積極的に進めています。  
また、廃棄物の処理を適正に行うために廃棄物の処理および清掃に関する法律に基づき、全社共通規格にて廃棄物処理委
託基準を定めています。 
 

処理委託業者に対する現地監査 
 
処理委託業者とグループ共通の契約書を締結しています。処理委託している業者に対しては、定期的に適正処理の状況を
確認するため、現地監査を実施しています。複数の事業所が同じ業者に処理委託している場合においては、代行監査規定
に基づき、代表事業所がグループの代表として現地監査を実施し、それ以外の場合においては、事業所が個別に監査を実
施し適正に処理されていることを確認しています。 
 

2018 年度の実績・成果 
 

第 8 期環境行動計画 目標項目 
最終年度  

 （2018 年度実績） 
廃棄物の発生量を 2012～2014 年度の平均以下に抑制する。
（25,568 トン） 

19,056 トン 

 

廃棄物発生量の削減施策と廃プラスチック削減施策の推進 
 
長野工場では有機更新廃液を産業廃棄物として廃棄物処理業者に処理を委託していましたが社内処理化が可能となり
206 トン/年の廃液を削減しました。 こうした取り組みの結果、廃棄物発生量については、19,056 トン（売上高当たり
の原単位：0.48 トン／億円）で目標を達成しました。  
また、2018 年から施行された、中国による廃プラスチックの輸入禁止に伴い、今まで有価物として売却していた廃プラ
スチックが徐々に産業廃棄物となっていることから、調達部品納入時に使用されている部品トレーの一部を社外リユー
ス事業者と連携しリユースを進めるなど、プラスチック廃棄物の削減を推進していきます。 
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廃棄物発生量・有効利用量・最終処分量の内訳（単位：トン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注1 その他：一般廃棄物、紙くず、浄化槽汚泥、燃え殻、がれき類、繊維くず、動植物性残さ、感染性廃棄物を含みます。 
 
 その他の取り組み（事例）紹介 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/waste/case-studies/index.html 
 

廃棄物種類 廃棄物発生量 有効利用量 最終処分量 

汚泥 4,015 3,963 52 

廃油 1,023 987 35 

廃酸 3,211 3,211 0 

廃アルカリ 3,848 3,597 251 

廃プラスチック 3,055 3,005 50 

木くず 789 777 12 

金属くず 477 477 0 

ガラス・陶磁器くず 386 383 3 

その他（注 1） 2,252 1,952 299 

合計 19,056 18,353 703 

https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/operation/waste/case-studies/index.html
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